佐倉市成年後見等開始審判請求実施規則の改正の概要
１　背景
本市では平成１４年４月１日に本規則を施行し、市長の申立てにより成年後見等（民法第７条に規定する後見、同法第１１条に規定する保佐及び同法第１５条に規定する補助をいう。以下同じ。）開始の審判請求を行った場合、市長申立てに要した費用を求償しないことができるとし、また、市長申立てにより成年後見人等（民法第８条に規定する成年後見人、同法第１２条に規定する保佐人又は同法第１６条に規定する補助人として選任を受けた者をいう。以下同じ。）が付され、当該成年後見人に対する報酬の付与が決定された場合における報酬（以下「成年後見人等報酬」という。）の全部又は一部について扶助を行っております。
　　現在の成年後見制度の利用者は年々増加傾向にはあるものの、その利用者数は認知症高齢者等の数と比較して、著しく少ない現状にあることから、国では、平成２８年５月１３日に「成年後見制度の利用の促進に関する法律」を施行し、これに基づき平成２９年３月２４日に「成年後見制度利用促進基本計画」を策定し、市町村に対しても成年後見制度の利用促進に努めるよう要請しています。
本市においても今後、認知症高齢者等の増加に伴い、成年後見人等を必要する対象者は増加するものと見込まれることから、成年後見制度の利用を促進していくため、成年後見制度の利用に対する支援を拡充する必要があります。
２　改正内容　
（１）市長申立ての対象者を市内から市外の住所地特例施設（介護保険法（平成９年法律第１２３号）第１３条第１項に規定する住所地特例対象施設及び障害者の日常生活及び社会生活を総合的に支援するための法律（平成１７年法律第１２３号）第１９条第３項に規定する特定施設をいう。以下同じ。）に入所し、又は病院に長期入院したことにより市外に転出した者に拡大します。
（２）成年後見制度の利用が必要な者であっても、市外から転入し、市内の住所地特例施設に入所し、又は病院に長期入院した者については、市長申立ての対象者としないことができる規定を設けます。
（３）本規則は、平成３０年４月１日から施行し、成年後見人等に対する報酬付与の審判が施行の日前にされたものについては、なお従前の例によることとします。
